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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，異なる地域と下位集団のために，ヘルス・コミュニケーションにおいて見
られる構成概念の特徴に合わせたメディア情報の効果を調べることであった。最初に，人々の健康意識を高め，健康行
動の実践頻度を増加させる役割を担う，複数の理論とモデルのから基本的構成概念を明確にした．その後，地域居住者
の特徴を考慮した後に，異なる地域とサブグループの特徴に適応させるために，これらの基本的構成概念に適合するメ
ディア情報を提供し，その介入効果を調べた．本研究は，単一の理論・モデルの適用でなく，構成概念の特徴を異なる
コミュニティと居住者の特徴に合わせることで人々の健康意識を高めるために効果があることを示した．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to examine the effect of media information forming 
to a characteristic of imperative constructs in the health communication for different areas and 
subgroups. First, the imperative constructs appearing repeatedly in plural theories and models in the 
health communication were distinguished, working as roles in raising health consciousness and increasing 
practice frequency of health behavior for people. Then, this effectiveness providing the media 
information was examined to adapt these imperative constructs to a different area and a subgroup, after 
having considered the characteristic of community residents. This study suggested that matching these 
imperative constructs to the characteristic of different community and residents but not the application 
of the single theory or model was effective to a raise of the making of health consciousness for people.

研究分野： 健康心理学，応用健康科学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

(1)ヘルス・コミュニケーション 

 ヘルス・コミュニケーションとは，行動科

学，社会科学，マスコミュニケーション，マ

ーケティングなど様々な研究領域における

知見を適用して行う健康行動変容アプロー

チの一つである（Schiavo, 2007）．ヘルス・

コミュニケーションでは，対象者を焦点化し，

彼らの特徴や健康行動における「行いやす

さ」を見極めた上で介入を行うこと，また対

象者をある特徴によって複数の下位集団に

分け，それぞれの下位集団に応じたアプロー

チを行うことでそれぞれの健康行動実践の

度合いを上げようとしている． 

 

(2)複数の理論・モデルに重複する構成概念 

 ヘルス・コミュニケーションにおいては，

現在，様々な研究領域から生まれた理論・モ

デルの適用が見られるが，それぞれの構成概

念を眺めてみると，内容的にも概念的にも重

複した内容がきわめて多く見られる．ヘル

ス・コミュニケーションを支える理論・モデ

ルとしては，近年，行動変容を目的とした介

入研究において頻繁に適用されている健康

信念モデル，社会的認知理論，イノベーショ

ン普及理論．計画的行動理論，説得的コミュ

ニケーション理論，収束理論，トランスセオ

レティカル・モデル，ソーシャルマーケティ

ングがあげられるが，中には，内容的に重複，

または類似すると考えられる構成概念が多

く見られる．これら共通する構成概念を見る

と，様々な理論・モデルが異なった研究領域

の視点で構築されてきたにもかかわらず，人

の行動に共通してみられる原理原則が存在

していることが窺える．また，全体としてみ

れば，構成概念を整理した上で，地域や対象

者を見立て，構成概念の特徴に合致する情報

を提供できれば，ポピュレーションアプロー

チの効果は高まりやすくなる． 

 

(3)領域に依存する単一理論・モデルの選択 

 従来，人々の健康行動変容を意図して行わ

れてきた介入研究では，それぞれ単一の理

論・モデルが適用され，複数の理論・モデル

を同時に適用されているものはきわめて少

ない．個々の理論・モデルはそれぞれの領域

における枠組み，たとえばソーシャルマーケ

ティングはマーケティング研究領域の枠組

みの中で発展してきたために，研究者が適用

する理論・モデルの選択は多分に研究者自身

の専門性に依存している．そのため，適用す

る理論・モデルによっては，行動変容の成果

が異なっていたり，たとえ同じ理論・モデル

を適用していたとしても結果にばらつきが

見られていた．そのため，複数の理論・モデ

ルに含まれる構成概念にそって地域や対象

者を査定し，その査定に基づいた介入を行う

こと，すなわちそれぞれの理論・モデルにお

いて共通する構成概念に基づいて情報提供

ができれば地域や対象者との適合性を増強

できる． 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は，行動変容に関わる地域の特

徴を考慮した上で，人々の健康意識や健康行

動の実践頻度を高めることを目的に，ヘル

ス・コミュニケーションを支える複数の理

論・モデルにおいて重複していたり，特に重

要視される構成概念を整理し直した．また，

それら構成概念について，背景が異なる地域

や下位集団を査定し，構成概念の特徴を基に

したメディア情報を提供し，その効果を検証

した．本研究では，地域住民の健康づくり意

識の底上げをねらい，単一の理論・モデルの

適用ではなく，複数の理論・モデルにまたが

る行動変容の構成概念の視点から地域や対

象者を『見立て』，その『見立て』に従って

情報提供を行うという方法論の確立を試み

た． 

 

３．研究の方法 

本研究では，平成 24〜26 年の 3 年間を費や

し，地域およびその下位集団に対して，食事，

運動およびメンタルヘルスに関して意識を

高め，行動変容につなげるために，ヘルス・

コミュニケーションにおける共通構成概念

を基にしたメディア情報の開発を行った． 

 

(1)ヘルス・コミュニケーションにおける理

論・モデルに共通する構成概念の抽出 



平成 24 年度では，ヘルス・コミュニケーシ

ョンにおける様々な理論・モデルにおける構

成概念の内容を検討し，構成概念の整理作業

を行った． 

 

(2)メディア情報の開発 

平成 25 年度は，ヘルス・コミュニケーショ

ンを支える理論・モデルに共通する構成概念

のそれぞれについて，メディア（ポスター，

リーフレットなど）を用いた住民への提供情

報内容を開発した． 

 

(3)フォーカスグループインタビューによる

メディア情報の検討 

平成 25 年度には，上記の開発に加えて，3

地域の住民の下位集団それぞれに対して評

価尺度を実施してもらい，それぞれの下位集

団について構成概念によるパターンを明確

にした． 

1） A 県 T 町住民対象 

一般住民調査：男性成人 5 名，女性成人 6 名；

職種別住民調査：男性林業従事者 4 名，男性

建設作業員 3 名，男性公務員 2 名，女性パー

ト従業員 2 名，および健康政策担当者への個

別調査 

2） 全国健康保険協会 A 支部加盟の中小企

業従業員 

一般住民調査：男性成人 5 名，女性成人 8  

名；職種別住民調査：男性会社員 3 名，女

性会社員 3 名，女性パート従業員 5 名；健

康政策担当者への個別調査 

 

(4)情報提供による効果検証 

平成 26 年度には，構成概念のパターンに応

じたメディア情報を提供して，評価を行った． 

 

４．研究成果 

(1)ヘルス・コミュニケーションの理論・モ

デルにおける構成概念の検討，および整理 

 研究協力者 5〜10 名と共に，従来，健康行

動に関わる介入研究に用いられてきた理

論・モデルにおける構成概念の内容を確認し，

類似する内容や独自の内容を整理し，研究協

力者と確認し合いながら，行動変容の「基本

要素」を決定した． 

(2)構成概念の質問項目の収集 

 食事および運動に関連させ，共通する構成

概念の内容，および関連する理論・モデルか

ら関連する質問項目を作成し，研究協力者と

の協議によって 30 項目程度の質問調査表を

作成した． 

(3)構成概念に基づいたメディア情報の作成 

研究協力者との協議により，メディア情報を

開発した． 

 

(4)住民への情報提供と調査 

2 地域，およびそれぞれの下位集団について，

全体のパターンにおける傾向を査定し，地域

差，および下位集団の違いを把握した．また，

健康政策担当者への個別調査から得られた

情報と合わせて，メディア介入の素案を作成

した．背景が異なる 2 地域の住民，そしてさ

らに背景が異なる下位集団への調査から得

た構成概念パターンを基に，ポスター，リー

フレットおよびニューズレターなどに組み

入れるメッセージ情報を作成した．これらの

情報には，それぞれの地域の健康政策担当者，

また健康づくり担当部局職員と協議し，地域

の特徴や下位集団に特化した内容も付加し

た． 

 

(5)効果の検証：評価 

 2 地域，各下位集団の代表による個別面接

調査，またフォーカスグループインタビュー，

また無作為抽出郵送による質問調査によっ

て，健康づくりに関する知識，態度，試し行

動，行動の程度をアウトカム評価とし，メデ

ィア情報の理解度，興味，読みやすさなどを

プロセス評価とする 2 通りの評価を実施し，

両者の関係から食事および運動の行動変容

の「基本要素」に基づくポピュレーションア

プローチとしての効果を総合的に確認した． 

 以上の結果の詳細は，5. 主な発表論文等の



雑誌論文①②⑩⑪⑭⑲⑳に示している．以上

の研究を通して，地域およびその下位集団に

適合したメディア情報の提供がなされた． 
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